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日本は食料自給率がカロリーベースで４割であり、多種多様な食品が世界各国から輸入されて
います。厚生労働省では、検疫所（全国32か所）において輸入食品の監視・検査を行い、輸
入食品の安全性確保を図っています。

　２　輸入食品の安全確保

　厚生労働省は、各地の検疫所で、輸入される食品が食品衛
生法に適合しているかどうかを確認しています。
　確認した結果、食品衛生法違反の食品については、廃棄、
積み戻しなどの措置を講じています。

「輸入食品監視指導計画」とは
　多種多様な輸入食品を重点的、効率的かつ効
果的に監視指導し、一層の安全性確保を図ること
を目的として、毎年度定める計画です。

取り組み内容

検査命令 
法違反の可能性が高いと見込まれる食品等につい
て、輸入者に対し輸入の都度の検査を命ずるも
の。検査結果が法に適合しなければ輸入が認めら
れない。

モニタリング
検査

多種多様な食品等について、食品安全の状況を幅
広く監視することおよび法違反が発見された場合
に輸入時の検査を強化するなどの対策を講ずるこ
とを目的として、年度ごとに計画的に国が実施す
る検査

指導検査
初めて輸入される食品や継続的に輸入される食品
等について、輸入者に対して検査の実施を指導す
るもの。 

消費者等への
情報提供

輸入食品監視指導計画に基づく監視指導および統
計情報等に関する情報
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakun
itsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/
yunyu_kanshi/kanshi/index.html

輸入時の検査体制の概要

包括輸入禁止

検査命令

モニタリング検査強化
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海海外外ににおおけけるる食食品品安安全全情情報報のの収収集集

違違反反発発見見時時のの通通報報都道府県等監視指導計画に基づく流通食品等の収去検査（必要に応じて）
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モモニニタタリリンンググ検検査査の実施（年間計画に基づいて）

合格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理
輸出国政府による証明書の発給
輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の英語での周知
輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、現地調査や現

地での説明会の実施
輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等等

厚生労働省 検疫所

監監視視体体制制のの概概要要

消費者

不合格

厚厚生生労労働働大大臣臣へへのの届届出出
販販売売又又はは営営業業上上使使用用すするるここととをを目目的的ととししてて輸輸入入すするる食食品品、、添添加加物物、、器器具具又又はは容容器器包包装装、、乳乳幼幼児児用用おおももちちゃゃににつつ

いいててはは、、輸輸入入のの都都度度、、厚厚生生労労働働大大臣臣にに届届けけ出出るるここととをを義義務務づづけけ

審審査査①① 届届出出内内容容のの確確認認（（全全ててのの届届出出がが対対象象））

食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか全ての届出を審査
審審査査②② 検検査査ででのの確確認認（（必必要要にに応応じじてて））

審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検検査査命命令令・指指導導検検査査等）

厚生労働省 検疫所

リリススククココミミュュ二二ケケーーシショョンン

廃廃棄棄・・積積戻戻しし又又はは食食用用外外転転用用

輸輸入入者者

監視体制の概要

　販売または営業上使用することを目的として輸入する食品、 添加物、 器具または容器包装、 乳幼児用おもちゃ
については、 輸入の都度、 厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

廃棄 ・積戻しまたは食用外転用


